




目 次 

Ⅰ．要旨 --------------------------------------------------- 1 

Ⅱ．調査の概要 --------------------------------------------------- 2 

Ⅲ．調査結果 --------------------------------------------------- 4 

1 競技人口と登録制度に関する調査 ---------------------------------------------- 
1-1 登録制度の有無

1-2 登録競技者数

1-3 登録競技者数の分布

2 中央競技団体の役職員に関する調査 -------------------------------------------
2-1 役職員および評議員

3 中央競技団体の経営状況に関する調査 ----------------------------------------
3-1 経営戦略および普及・マーケティング戦略

3-2 スポンサー企業（協賛社）

3-3 社会貢献活動への取り組み

3-4 デジタルトランスフォーメーション（DX）の取り組み

3-5 公式ソーシャルメディア（SNS）の活用

4 中央競技団体の収支予算の分析 ------------------------------------------------- 
4-1 調査の背景と目的

4-2 調査対象と調査方法

4-3 収支予算の分析

4-4 収入

4-5 支出

4-6 収支の状況

4-7 新公益法人への移行と会計区分

5 考察 ----------------------------------------------------------------------------------- 

4 

11 

17 

32 

66 

付録－調査票 --------------------------------------------------- 69 





- 1 - 
 

Ⅰ．要 旨 

 
○調査に回答いただいた 77 団体の 8 割にあたる 68 団体には、競技者またはチームの登

録制度がある。（p.4）  
○個人登録者が最も多いのは剣道の 202 万 2,939 人で、以下、サッカー（86 万 898 人）、

軟式野球（72 万 7,858 人）、バスケットボール（55 万 1,720 人）、バレーボール（40 万

301 人）、陸上競技（39 万 9,826 人）の順であった。（p.5）  
○77 団体の役職員の合計は 4,308 人であり、役員数（理事および監事）が 1,679 人、正

規雇用者および契約／嘱託職員の数が 912 人であった。正規職員数は 0 人の団体から

190 を超える団体まで幅広く分布していた。（p.11）  
○団体の中長期的な経営戦略を策定していたのは 76 団体中 35 団体、普及・マーケティ

ング戦略を策定していたのは 16 団体であった。（p.18, p.19）  
○2021 年度以降、スポンサー企業（協賛社）の契約社数は「増減なし」が 32 団体と最

も多い。26 団体が減少し、13 団体が増加したと回答した。（p.20）  
○スポンサー企業（協賛社）が団体を支援する目的は、「代表チーム・選手の競技力向上」

が 60.3％と最も多い。（p.21）  
○社会貢献活動に取り組む団体は 41 団体（53.9％）、「現在は取り組んでいないが、今後

は取り組む予定」の 10 団体（13.2％）と合わせると、6 割の団体が社会貢献活動を推

進・検討している。（p.22）  
○社会貢献活動に取り組む 41 団体のうち、活動を通じて解決を目指す社会課題で最も多

いのは「環境保全」（65.9％）であった。次いで「健康増進」（53.7％）、「教育」（51.2％）

と続く。（p.23）  
○デジタルトランスフォーメーションの取り組みについては、「取り組んでいる」が

67.6％、「取り組みを検討している」が 13.5％であり、8 割を超える団体で推進・検討

されている。（p.26）  
○デジタルトランスフォーメーションの具体的な取り組みでは、「会議のオンライン化」

が 96.0％と最も多い。次いで「SNS の活用」（84.0％）、「登録競技者データの一元管

理」（76.0％）の順であった。（p.27）  
○公式ソーシャルメディアを開設済みの 66 団体が使用するプラットフォームは、

「Facebook」が 61 団体で最も多い。（p.30）  
○団体の予算（収入）は、予算書を取得できた 71 団体の合計で 711 億 7,900 万円であっ

た。分析対象団体がすべて同一でない点に留意が必要であるが、前回（2020 年度）の

調査結果と比較すると、総収入の合計が約 20 億円の減少となっている。（p.38）  
○団体の予算の収入構成をみると、「事業収入」の割合が最も高く（63.4％）、次いで「補

助金・助成金」の 17.5％、「競技者・団体からの収入」の 16.5％である。総収入が多い

団体ほど、事業収入の割合が高い傾向がみられた。（p.39） 
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女性役員が存在しない団体の割合は 2010 年度 44.3％、2012 年度 31.0％、2014 年度

19.1％、2016 年度 17.7％、2018 年度 11.1％、2020 年度 11.5％と減少傾向にあり、今回

の調査では調査開始以降で最も低い割合となった。女性役員が 2 人以下の団体について

も前回調査（57.1％）より減少している結果から、女性の役員登用が大幅に進んでいる実

態を示している。他方、「スポーツ団体ガバナンスコード－中央競技団体向け－」の原則

に掲げる女性理事の目標割合（40％）の観点では、11 団体が目標割合に到達しているも

のの、回答を得た団体における女性理事の割合は平均で 24.0％であった。  
評議員の数は、77 団体のうち評議員を置く 43 団体（公益財団法人および一般財団法

人）において、1 団体あたりの平均は 33.5 人であり、最小は 4 人、最大は 79 人であっ

た。性別にみると、男性が 87.7％、女性が 12.3％であり、女性評議員の割合は役員と同

様に低かった。  
役員・評議員を除いた職員等の数は 77 団体で 1,190 人であり、1 団体あたりの平均は

15.5 人である。前述の役員と同様に、回答団体が異なるため単純な比較は難しいが、2020
年度調査の職員等 1,117 人から微増した。人数の分布は 0 人から 272 人までその規模は

さまざまである。職員等が存在しない団体（6 団体）では、役員が職員の役割を兼務して

いるものと推察される。性別にみると、男性が 638 人（53.6％）、女性が 552 人（46.4％）

であり、役員・評議員と比較すると女性の割合が高かった。  
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３-４ デジタルトランスフォーメーション（DX）の取り組み 

１）DX への取り組み 

 デジタルトランスフォーメーション（DX）の取り組み状況についてたずねたところ、

「取り組んでいる」が 67.6％、「取り組みを検討している」が 13.5％であり、8 割を超え

る団体で推進・検討されている（図 15）。以下、「必要だと思うが取り組めていない」が

13.5％、「取り組む予定はない」が 5.4％であった。DX の導入による生産性の向上や業務

効率化、働き方改革への取り組みが図られていることがわかる。  
 

図 15 デジタルトランスフォーメーションの取り組み状況（n=74） 

 

注）無回答 3 団体。 
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２）DX の具体的な取り組み内容 

 DX に取り組んでいると回答した団体の具体的な取り組み内容をみると、「会議のオン

ライン化」が 96.0％と最も多かった（図 16）。次いで「SNS の活用」をあげる団体が 84.0％
と、ソーシャルネットワークサービスによる発信を重視する傾向がみられる。以下、「登

録競技者データの一元化」（76.0％）、「文書の電子化・ペーパーレス化」（68.0％）、「クラ

ウドサービスの活用」（60.0％）と、業務効率化を加速するための取り組みが上位を占め

た。また、「SNS の活用」に加え、「電子決済導入」（38.0％）や「チケット・グッズ販売

の電子化」（30.0％）のように、ファンや観戦者が利用しやすい環境を整備し、ファンエ

ンゲージメントを高める取り組みもみられる。  
 一方、「コンテンツ配信サービス（OTT）」（24.0％）や「データの戦略的活用」（18.0％）、

「デジタル技術の活用」（18.0％）、「NFT・トークンの導入」（12.0％）というように、割

合としては多くはないが、新しい収益源となる可能性がある DX 化・テクノロジーの活

用の兆しがみえる。  
 
図 16 デジタルトランスフォーメーションの具体的な取り組み（n=50 複数回答） 
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４－２ 調査対象と調査方法 

１）調査対象  
前節までの調査と同様に、（公財）日本オリンピック委員会、（公財）日本スポーツ協会、

（特非）日本ワールドゲームズ協会のいずれかに加盟または準加盟する 93 団体の予算情

報を調査対象とした。予算を用いることで各競技団体の最新年度（2022 年度）の財務情

報を用いたデータベースの作成と分析が可能となり、直近の収支構造や資金の流れを概

観するには決算よりも予算の方が適していると判断した。  
 

２）調査方法  
前述の 93 団体に直近の予算書の提供、あるいはウェブサイトに掲載している場合は該

当するページの URL の提供を受けた。回答のなかった団体についても、当該団体のウェ

ブサイト上で 2022 年度の予算情報を公開している場合には、その予算情報を分析対象と

した。  
 
３）集計対象団体  

予算情報を利用することができた 71 団体を分析対象とする。その法人格別内訳は、公

益財団法人 31 団体、一般財団法人 5 団体、公益社団法人 28 団体、一般社団法人 7 団体

である。なお、多くの団体の決算日は 3 月 31 日であるが、一部の団体の決算日が異なる。

その場合、2022 年 10 月 1 日を含む年度の予算情報を分析対象としている。  
 
４）集計方法  

本調査における収入・支出の範囲については、一般会計だけでなく、特別会計を含むす

べての会計区分の合計を対象としている。従って、例えば一般会計から特別会計への繰

入収入および繰出支出についても集計に含めている。  
減価償却を行っている団体の償却費用および減価償却をおこなっていない団体の固定

資産取得支出は、支出の範囲に含めている。一方、諸引当金の繰入収入および繰出支出は

集計から除外している。  
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４－５ 支出 

（１）支出規模と分布 

 表 8 には、中央競技団体の支出に関する基本統計量を示している。前節の収入と同様

に、各競技団体の予算書の表記に従い、支出科目の合計を「支出合計」とし、その集計値

を「総支出合計」としている。  
 今回の 2022 年調査では 71 団体の予算書を入手しているが、前回 2020 年調査から一

部入れ替わりがある。66 団体については継続してデータを得られているが、今回、7 団

体については回答を得られなかった。それら 7 団体の（2020 年時点での）支出の合計は

15 億 5,200 万円、平均すると 2 億 600 万円である。また、今回の調査では新たに 5 団体

を追加している。それら 5 団体の支出の合計は 17 億 5,900 万円、平均すると 3 億 5,100
万円である。前回と今回の調査を比べて相対的に支出規模の大きな団体の入れ替わりが

生じている。  
 2022 年度調査の総支出合計は 778 億 5,000 万円、平均値は 10 億 9,600 万円、中央値

は 3 億 5,300 万円である。平均値と中央値の差が著しく大きい。一部の競技団体の支出

規模が相当に大きく、全体の平均値を大きく引き上げていることが予想できる。実際に、

支出合計の最大値は 234 億 900 万円、最小値は 1,400 万円である。とりわけ最大値の団

体の支出規模は 71 団体の中で突出しており、全体の 30.1%をも占めている。この団体を

除いたときの平均値は 544 億 4,000 万円となる。  
 2012 年の調査開始時から支出規模は増加傾向で推移してきた。東京オリンピック開催

前の 2018 年の総支出合計は 71 の調査団体数で、約 776 億 7,300 万円、平均値は 10 億

9,300 万円であった。東京オリンピック開催に向けて、各競技団体はその予算規模を拡大

させてきていたことがわかる。その後 2020 年にかけて、調査団体数が 73 に増えたもの

の総支出合計は約 19 億円減少して、約 757 億 4,800 円、平均値は 10 億 6,000 万円とな

った。調査団体の数が増えているにもかかわらず総支出合計が減少している要因として、

最大値の団体の支出合計が約 33 億円の大幅な減少となっていることが挙げられる。最大

値を除いた場合の総支出合計は 2018 年に比べて約 13 億円増加している。  
 2022 年の総支出合計は 2020 年の調査から約 21 億円の増加である。調査期間を通じ

て、最も高くなっている。最大値の団体の支出合計が約 35 億円増加していることが要因

の一つに挙げられる。他方で、最大値を除いた場合の総支出合計は約 13.5 億円減少して

いる。最大値の団体の支出減少の影響を受けて全体の支出規模が減少しているが、平均

的な競技団体の支出合計には大きな変化がなかったことを確認できる。  
 また表には示していないが、前回調査から継続してデータを得られている 66 団体の支

出合計について、団体ごとに前回と今回の増減差額の計算をおこなった。その結果、前回

よりも支出合計が増加した団体数は 26 団体である。最大値の団体も含まれている。増加

した 26 団体の前回調査との支出差額の合計は 69 億 3,700 万円の増加、平均値で考える

と 2 億 6,600 万円の増加である。他方で、前回よりも支出合計が減少した団体数は 40 団
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体になる。これら団体の減少額の合計は 50 億 4,100 万円、平均値は 1 億 2,600 万円であ

った。  
 

表 8 中央競技団体の支出に関する基本統計量  

 
  

2022年度 2020年度 2018年度
総支出合計 778億5,000万円 757億4,800万円 776億7,300万円
総支出合計（最大値を除く） 544億4,000万円 557億8,900万円 544億6,200万円
平均値 10億9,600万円 10億6,000万円 10億9,300万円
平均値の成⻑率 3.40% -3.02% 16.28%
平均値（最大値を除く） 7億7,700万円 7億9,000万円 7億7,700万円
最小値 1,400万円 1,000万円 1,200万円
第1四分位 1億5,100万円 1億4,300万円 1億6,700万円
中央値（第2四分位） 3億5,300万円 3億5,600万円 3億5,900万円
第3四分位 8億4,000万円 8億8,800万円 9億1,900万円
最大値 234億900万円 199億5,900万円 232億1,000万円
競技団体数 71 73 71

2016年度 2014年度 2012年度
総支出合計 583億1,200万円 497億9,300万円 474億7,200万円
総支出合計（最大値を除く） - - -
平均値 9億4,000万円 7億5,400万円 6億6,800万円
平均値の成⻑率 24.67% 12.87%
平均値（最大値を除く） 6億4,100万円 4億8,200万円 4億3,600万円
最小値 1,500万円 200万円 400万円
第1四分位 1億3,800万円 6,700万円 4,200万円
中央値（第2四分位） 3億6,400万円 2億8,100万円 2億5,600万円
第3四分位 8億700万円 6億2,100万円 5億4,900万円
最大値 191億5,500万円 179億6,000万円 169億4,500万円
競技団体数 62 66 71

－ 48 －



-- 49 - 
 

33
1 13 18.3%

1 2 10 14.1% 2 3
8 11.3% 3 5,300 3 4

6 8.5% 52.1%
10 11

23 67
94.4% 42 43
48 49 69 70 234 235

1  
1

13 6 3,100 4,800 0.8%
1 10 42 166 1,000 3 9,500
21.3% 10 23 12 210 8,200 17 5,600

27.1% 42 4 395 2,600
98 8,100 4 50.8%

 
 

 

 

3 5,300

－ 49 －



-- 50 - 
 

9 73 6
6  

661 3,200 84.9%
3

 
10 16

14 2 1 13
2 1 9

1

7.6 2020
 

 
 

 

 

－ 50 －



-- 51 - 
 

23 24

3

 
34 71 778 5,000 %

88.2%

10.3% 0.6% 2018
2020  
35 1 70

% 90.0% 7.9%
34 9

 
 

 

－ 51 －



- 52 - 
 

図 34 中央競技団体の支出構成  

 
 

図 35 中央競技団体の支出構成: 支出合計が最大値の団体を除く  
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５．考察 

まずはじめに、多くの競技団体に本調査にご協力いただいたことに、心より御礼申し

上げる。新型コロナ禍の収まらぬ状況下であった。各団体におかれては、引き続き平時と

は異なる環境と業務量であったものと思われるが、その中で今回も例年とほぼ同数の団

体からご回答をいただいた。そしてこのことによって、本調査は、少なくとも例年と同程

度に、我が国の中央競技団体のほぼ全体としての姿を示すものになっている。 

 本調査の担当者と共同研究者は、オリンピック・パラリンピックの東京開催が決まっ

たときから、漠然と一つの仮説と課題を意識し始めていた。それは、 

・56 年ぶりの東京開催（実際には 57 年）に向けて、各競技団体の協賛金収入は、大きく

増えていくことが期待される。 

・しかし東京 2020 大会が終了すれば、協賛金の金額規模は「もとにもどる」のではない

か。 

というものであった。そしてこれを検証し始められるのは、本冊、すなわち 2022 年度調

査からである。 

念のためにいくつか留意事項を示しておきたい。 

①  本調査が対象としているのは、JOC、日本スポーツ協会、日本ワールドゲームズ協会の

いずれかに加盟している競技団体である。すなわち、東京 2020 大会に出場する種目

に該当しない団体が一定数含まれている。また JOC 加盟団体の中には、冬季競技を専

らとする団体がある。 

②  本調査は、パラリンピック種目等、障がい者競技の団体を対象としていない。いずれ

本調査と並行して、これら団体の調査を実施することを検討する時期が来るものと思

うが、本調査については調査内容・対象の継続性とこれによる経時的変化の分析の有

効性を担保すべきであると考えている。 

③  競技団体が企業等から受け取る協賛金の額は、必ずしも把握できていない。これは、

各団体が開示している収入科目が統一されていないためである。協賛金は、事業収入

の中に含まれているものが大半であろうと思われる。ただし、2018 年度調査より収入

科目の詳細な検討を行ったことにより、「その他収入」が減少し、事業収入が拡大した。

このため現時点では 2016 年度までの予算書における事業収入と、2018 年度以降のそ

れとを比較することができない（していない）が、研究上必要であれば、2016 年度ま

での原資料を再整理し、2018 年度以降との比較が可能なものとすることができる。 

④  東京 2020 大会の参加種目を擁する団体には、国費を財源とする強化費が支給される。

これについて、本調査では「補助金・助成金」という集計項目を設けているので、民

間からの協賛金とは区分したうえで把握することがある程度可能である。またこの項

目については 2012 年度から集計方針を変更していないので、経時的変化をみること

ができる。 
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